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（１）新型コロナウイルス感染症に対する
取組
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【新型コロナウイルス感染症に対する取組】

特別労働相談窓口の設置

行政運営方針【１－２】

①産業雇用安定助成金 ※令和４年10月に、支給期間の延長、支給対象労働者数の上限撤廃等の要件緩和及び助成対象の拡充を実施

②トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応（短時間）トライアルコース）

③雇用調整助成金の特例措置 ※令和４年10月より、企業の新たな人材獲得の制約にならないよう段階的縮小を実施

④新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金

⑤人材確保等支援助成金（テレワークコース）

⑥新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金及び支援金 ※段階的に支給対象期間を延長しており、現在は令和５年３月31日までの休暇が対象。

⑦新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇制度導入助成金及び両立支援等助成金（新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理

措置による休暇取得支援コース） ※段階的に支給対象期間を延長しており、現在は令和５年３月31日までの休暇が対象。

各種助成金（特例措置等）の実施

相談者内訳 相談者数

事業主 206,666件

労働者（家族、知人含む） 11,208件

その他（社労士、各種団体等） 33,443件

相談内容内訳 相談件数

雇用調整助成金 223,602件

休業に関すること 9,531件

小学校休業等対応助成金 6,857件

解雇・雇止め 1,527件

新規学卒者の内定取り消し 59件

① 総合労働相談コーナー
（府内14か所）

新型コロナウイルス感染症の影響による一般的な労働相談、企業及び労働者か
らの特別休暇の導入に係る相談 等

新型コロナウイルス感染症の影響による法令違反に関する情報提供 等

③ 大阪労働局助成金セン
ター

新型コロナウイルス感染症の影響による雇用調整助成金に関する相談 等

④ 雇用環境・均等部内 新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置全般及び母性健康管理

措置による休暇取得支援に関する助成金、小学校休業等対応助成金に関する

相談 等

⑤ 大阪新卒応援ハローワー
ク（新卒者内定取消等特
別相談窓口）

新型コロナウイルス感染症の影響による内定取消し等に係る学生等に対する相
談

⑥ 需給調整事業部内 新型コロナウイルス感染拡大等に伴う労働者派遣契約の解除等に関する相談

【新型コロナウイルス感染症関連労働相談状況】

（令和２年２月14日～令和４年10月31日累計）
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（２）働き方改革の推進
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【働き方改革の推進①】

大阪働き方改革推進会議の取組

行政運営方針【２－１】

－４－

構成団体

行政機関 労使団体等 金融機関

・ 大阪府
・ 大阪市
・ 堺市
・ 近畿総合通信局
・ 近畿財務局
・ 近畿厚生局
・ 近畿農政局
・ 近畿経済産業局
・ 近畿地方整備局
・ 近畿運輸局
・ 大阪出入国在留管理局
・ 大阪労働局（事務局）

・ 連合大阪
・ 関西経済連合会
・ 大阪商工会議所
・ 堺商工会議所
・ 大阪府商工会連合会
・ 大阪府中小企業団体中央会
・ 大阪府社会保険労務士会

・ 大阪信用金庫
・ 池田泉州銀行
・ りそな銀行
・ 関西みらい銀行

オブザーバー

近畿税理士会、 全国労働保険事務組合連合会大阪支部、大阪産業保健総合支援センター、
中央労働委員会事務局西日本事務所、大阪府よろず支援拠点、
大阪働き方改革推進支援・賃金相談センター

最低賃金のための環境整
備に関する作業部会

就職氷河期作業部会
（大阪就職氷河期世代活躍支援

プラットフォーム）

在籍型出向等支援作業部会
（大阪府在籍型出向等

支援協議会）

第９回 本会議

◆基本方針

働き方改革関連法の周知・浸透をはじめ、
多様な人材の活躍促進などのテーマを設
け、取組の方向性を制定。
◆実行計画

構成員の取組予定を実行計画として年度
当初に明示し、構成員間の相互連携を促
す。

働き方改革関連法の円滑な施行【２－５】
（同一労働同一賃金に関する周知）

○ パートタイム・有期雇用労働法に基づく報告
徴収等により、「同一労働同一賃金ガイドライ
ン」の周知・啓発を行うほか、正規・非正規雇用
労働者の待遇に差が見受けられる場合は、大
阪働き方改革推進支援・賃金相談センターに
おける「職務分析・職務評価コンサルティング」
の活用などにより、非正規雇用労働者の待遇
改善に向けた具体的な取組を行うよう助言。

【パートタイム・有期雇用労働法の履行確保】

○ 推進会議（労働施策総合推進法に基づく「協議会」に位置付け）では、

大阪地域で働き方改革を進める指針となる「基本方針」及び各構成団

体が毎年度取り組む事項を「実行計画」として取りまとめ、各構成団体

間で情報共有や意見交換等を行い、連携を図っている。

・令和４年５月25日 第９回本会議を開催。

・令和４年10月24日 令和４年度第１回実務者会議を開催。

○ 個々の労働者の均等・均衡待遇に係る労使
紛争に対しては、パートタイム・有期雇用労働
法に基づく紛争解決援助制度の利用を促し、解
決に向けて働きかけている。



働き方改革関連法等（改正労働基準法等）の浸透

改正労働基準法の周知

◆「働き方改革」の推進に向けた労働時間相談・支援班の取組
令和５年４月から中小企業に対する月60時間を超える時間外労働に係る割賃

率が引上げられ、令和６年４月から「建設」「自動車運転者」「医師」に対する労
働時間の上限規制の適用が始まることから、各労働基準監督署に設置する労
働時間相談・支援班では、集団指導や個別訪問などあらゆる機会を通じて改正
法や中小企業・小規模事業者に対する支援策の周知に努めています。
【労働時間相談・支援班による実施状況】（令和４年９月末現在）

集団指導 訪問支援（※１） その他個別支援（※２）

回数（回） 参加事業場数（社） 件数 件数

107 1,113 866 964
※１労働時間相談・支援班により事業場を個別訪問したもの
※２「最低賃金周知・支援月間」（9月）に、最低賃金引上げに伴い中小企業における「生産性向上」に向けた支援策の周知を
行ったもの

【働き方改革の推進】② 行政運営方針【２－１－③】

【労働時間相談・支援班による周知のためのセミナー】
労働時間相談・支援班の取組の一例を紹介します。

－５－

◆労働時間の上限規制適用の事業・業務への周知・支援

【建設業に係る啓発指導】

昨年度に引き続き、大阪府・大阪府医療勤務環境改善支援
センターと連携して、府下の医療機関に対して労働時間の削
減に向けた支援を実施しました。

改正労働基準法の適用に向けて、自動車運転者のための労働時間の削減
に向けたセミナーを開催しました。また、中間とりまとめなどが示された自動車
運転者改善基準告示についても、事業主団体等と協力して説明会を開催しま
した。

テーマ：「働き方改革」を推進するための「生産性向
上」「人材確保・定着」のための制度・支援策
等の周知

主催 ：局・大阪中央署・ハローワーク大阪東
共催・協力：大阪働き方改革推進支援・賃金相談セン

ター、産業雇用安定センター 等
視聴数：387名（延べ）

テーマ：３６協定のポイント（電子申請編・紙申請編）
主催 ：天満署
開催数：全５回（令和３年度～令和４年度上半期）
YouTube視聴数：2,434回

（電子申請編・10月17日現在）

【医師の「働き方改革」の推進】

Web研修会の実施
視聴者数：616人

個別相談会の実施
参加：45医療機関

【自動車運転者の労働時間削減に向けた取組】

ハイヤー・タクシー
事業者向けセミナー
開催回数：17回
参加事業場数：153社

（局全体）

タクシー協会と共催のセミナー風景

バス協会と共催のセミナー風景

バス事業者向けセミナー
開催回数：15回
参加事業場数：90社

（局全体）

トラック事業者向け
セミナー

開催回数：15回
参加事業場数：90社

（局全体）

11月にはトラック

協会と共催で開
催予定！

建設業における「働き方改革」を推進
するため、近畿地方整備局、大阪府、
大阪市、堺市、公正取引委員会、大阪
建設業協会等と協力し、「適正工期」
の設定に向けた啓発用ポスターを作
成して、官民の発注者等へ協力を呼
び掛けます。



（３）雇用環境・均等の分野
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【雇用環境・均等部における新型コロナウイルス感染症に対応する取組】

新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置

○ 妊娠中の女性労働者が、保健指導・健康診査を受けた結果、新型コロナウイル
ス感染症への感染のおそれに関する心理的ストレスが母体又は胎児の健康保持
に影響があるとして、医師等から指導を受け、それを事業主に申し出た場合、事業
主は、この指導に基づいて必要な措置を講じなければならないこととされている。

新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を踏まえて、措置の対象期間が令和
５年３月31日まで延長されている。

○ 医師等から休業の指示があった場合は「新型コロナウイルス感染症に関する母
性健康管理措置による休暇制度導入助成金」等を活用して、有給の休暇制度を取
得させるよう事業主に働きかけを行っている。

○ 「母性健康管理措置等に係る特別相談窓口」を設置。

新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金

○ 労働者の方からの相談内容に応じて、企業への特別休暇制度導入・小学校休業等対応助成金の活用の働きかけ等を実施。

○ 労働局からの助成金の活用の働きかけに事業主が応じない場合は、新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の仕組みにより労
働者が直接申請を行うことが可能。

○ 小学校等の臨時休業等に伴い、子どもの世話を行うため仕事を休まざるを得ない保護者に対して、有給（賃金全額支給）の休暇を取得させ
た事業主に対して、休暇中に支払った賃金相当額を支給する「新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金」制度を実施。

○ 新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を踏まえて支給対象期間を段階的に延長しており、現在は令和５年３月31日までの休暇取得が
対象。

【新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成金】

【小学校休業等対応助成金に関する特別相談窓口】



女性の活躍推進

－８－

【一般事業主行動計画策定届 届出企業数（令和４年９月末現在）】

【えるぼし認定企業数（令和４年９月末現在）】

女性活躍推進法認定マーク 「えるぼし」 「プラチナえるぼし」

○ 取組の実施状況が優良な事業主は、申請することにより厚生労働大臣の認定

（えるぼし認定：3段階）を受けることができる。

○ 認定事業主の中から特に優良な事業主は、特例認定（プラチナえるぼし認定）
を受けることができる。（令和２年６月１日施行）

119社（うち300人以下 36社）

３段階目 79社
２段階目 39社
１段階目 １社

3,430社 （うち100人以下 178社） ＜届出率 84.1％＞

令和４年４月１日より、行動計画の策定・届出等の義務の対象が常用労働者数

301人以上の事業主から101人以上の事業主まで拡大。

【男女の賃金の差異の公表の義務化（令和４年７月８日施行）】

○ 厚生労働省令が令和４年７
月８日改正・施行され、常用
労働者数301人以上の事業

主が公表しなければならない
女性の活躍に関する情報公
表項目について、「男女の賃
金の差異」が追加された。

○ 初回の「男女の賃金の差異」
の情報公表は、施行後に最
初に終了する事業年度の実
績を、その次の事業年度の
開始後、おおむね３か月以内
に公表、その後は年１回公表
することが必要。

男女の賃金の差異
（男性の賃金に対する女性の賃金の割合）

全労働者 XX.X％

正社員 YY.Y％

パート・有期社員 ZZ.Z％

（公表例）

公表日：令和〇年〇月〇日

「全労働者」、「正規雇用労働者」、「非正規雇用労働者」の区分で
の公表が必要

○ 労働施策総合推進法の改正により、職場におけるパワーハラスメントの防止につい
て雇用管理上必要な措置を講じることが事業主に新たに義務付けられた。大企業
は令和２年６月施行、中小企業に関しても令和４年４月１日から施行されている。

○ 令和２年６月、男女雇用機会均等法、育児・介護休業法も一部改正され、セクシュア
ルハラスメント、妊娠・出産・育児・介護休業等に関するハラスメントについても、相
談したことを理由とした不利益取扱いを禁止するなどハラスメント対策が強化されて
いる。

○ パワーハラスメントの相談については、令和４年上半期において前年度相談件数を
超え、前年度の倍の件数で推移している。

総合的なハラスメント対策
【労働施策総合推進法等の施行状況】

○ 労働施策総合推進法の改正についての周知のため、事業主団体の研修等の機
会を捉えて説明を行っている。

○ 労働局及び労働基準監督署内に設置されている総合労働相談コーナーにおいて、
パワーハラスメントに関する相談対応を行い、事案に応じて、紛争解決援助制度
や調停を活用、労使間の紛争の解決を図っている。

○ セクシュアルハラスメント、マタニティハラスメントに関しても、労働局で相談対応を
行い、紛争解決援助制度等を活用して解決を図っている。

○ 企業が法に沿ったハラスメント防止対策が行われるよう、企業に対して報告徴収
等を実施している。

【ハラスメント防止対策について労働局の取組】
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※ 妊娠・出産・育児休業・介護休業等に関する不利益取扱い及びハラスメント

女性の活躍推進及び総合的なハラスメント対策

行政運営方針【4-2-②】行政運営方針【2-2-②】

令和３年度

令和４年度
（９月末現在）
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【働き方・休み方改善の促進】 行政運営方針【２－３】

助成金の活用による働き方改革

【申請件数】
令和４年度 508件 令和４年

令和３年度 730件

○ 生産性を高めながら労働時間の短縮や年次有給休暇の促進に向けた環

境整備、賃金の引き上げを図るための取組等を行う中小企業・小規模事業

者又は事業主団体に対して助成金を支給している。

（「労働時間短縮・年休促進支援コース」「勤務間インターバル導入コース」

「労働時間適正管理推進コース」「団体推進コース」の4コース）

新たに機械・設備を導入して
生産性を向上させたい！

生産性を向上しつつ時間外労働を削減！

助成金
による
取組

企業の
課題

改善の
結果

労働能率が増進！
時間あたりの生産性が向上

労働能率を増進するために
設備・機器等を導入

テレワークの普及促進

令和４年度「働き方改革推進支援助成金｣
労働時間適正管理推進コースのご案内

令和２年４月１日から、賃金台帳等の労務管理書類の保存期間が５年（当面の間は３年）に延
長されています。このコースでは、生産性を向上させ、労務・労働時間の適正管理の推進に向
けた環境整備に取り組む中小企業事業主の皆さまを支援します。ぜひご活用ください。

生産性の向上を図り、労働時間の適正管理を推進!!

課題別にみる助成金の活用事例

専門家のアドバイスで
業務内容を抜本的に見
直すことができ、効率
的な業務体制などの構
築につながった。

助成金
による
取組

企業の
課題

改善の
結果

新たに機械・設備を
導入して、生産性を
向上させたい！

労務管理用機器や、
ソフトウェアを導入

外部の専門家による
コンサルティングを
実施

労働能率を増進する
ために設備・機器な
どを導入

助成内容について詳しくは、裏面をご参照ください。

出退勤管理システム
の導入により、重複
していた日報作成と
出退勤管理の作業が
統合され、時短につ
ながった。

新たな機器・設備を
導入して使用したと
ころ、実際に労働能
率が増進し、時間当
たりの生産性が向上
した。

日報作成と、出退勤
管理に重複が発生し、
作業が非効率！

労働時間を削減する
ために、業務上の無
駄な作業を見直した
い！

ご不明な点やご質問がございましたら、企業の所在地を管轄する
都道府県労働局 雇用環境・均等部または雇用環境・均等室にお尋ねください。

申請書の記載例を掲載している
「申請マニュアル」や「申請様式」は、
こちらからダウンロードできます。

電子申請システムによる申請も
可能です。詳しくはこちら
（https://jgrants.go.jp/）

令和４年度「働き方改革推進支援助成金｣
団体推進コースのご案内

令和２年４月１日から、中小企業に、時間外労働の上限規制が適用されました。
このコースでは、事業主団体などが、その傘下の事業主のうち、労働者を雇用する事業主（以
下「構成事業主」といいます）の労働条件の改善のために、時間外労働の削減や賃金引き上げ
に向けた取り組みを実施した場合に、重点的に助成金を支給します。

業界の活性化のためにも、ぜひご活用ください。

中小企業における労働時間などの設定改善推進に向けて、環境を整備！

助成金
の活用

事業主
団体など
の課題

課題別にみる助成金の活用事例

取り組み
の結果

構成事業主へ「働き方
改革」の取り組みにつ
いて周知したい！

構成事業主の職場で
の、業務の効率化を
推進したい！

構成事業主も悩んで
いる人手不足を解消
したい！

外部専門家による巡
回指導や、好事例の
収集・紹介を実施

労務管理などに関す
るセミナーを開催

人材確保に向けた取り
組み、外部専門家によ
る巡回指導を実施

助成内容について詳しくは、裏面をご参照ください。

・36協定の作成の手順
や、労働時間管理の方
法などを教示
・セミナー後にも相談
窓口を設置し、構成事
業主の取り組みを支援
・セミナー資料を会報
誌に掲載して、全ての
構成事業主に周知

・外部専門家に
よる巡回指導
に よ って 、
個々の企業の
業務の見直し
を図る

・構成事業主の求人募
集を事業主団体などが
とりまとめて募集

・併せて外部専門家に
よる巡回指導を行って、
募集企業の職場環境を
改善

・複数の構成事業主で
新たな労働者を確保

・上記で得られた改善
結果や好事例をとりま
とめ、その内容を他の
構成事業主に周知した
ことにより、同様の例
を横展開

ご不明な点やご質問がございましたら、企業の所在地を管轄する
都道府県労働局 雇用環境・均等部または雇用環境・均等室にお尋ねください。

申請書の記載例を掲載している
「申請マニュアル」や「申請様式」は、
こちらからダウンロードできます。

電子申請システムによる申請も
可能です。詳しくはこちら
（https://jgrants.go.jp/）

令和４年度「働き方改革推進支援助成金｣
労働時間短縮・年休促進支援コースのご案内

令和２年４月１日から、中小企業に、時間外労働の上限規制が適用されています。
このコースは、生産性を向上させ、労働時間の縮減や年次有給休暇の促進に向けた環境整備に
取り組む中小企業事業主の皆さまを支援します。ぜひご活用ください。

生産性の向上を図ることで、働きやすい職場づくりが可能に!!

課題別にみる助成金の活用事例

専門家のアドバイスで
業務内容を抜本的に見
直すことができ、効率
的な業務体制などの構
築につながった。

助成金
による
取り組み

企業の
課題

改善の
結果

新たに機械・設備を
導入して、生産性を
向上させたい！

労務管理用機器や、
ソフトウェアを導入

外部の専門家による
コンサルティングを
実施

労働能率を増進する
ために設備・機器な
どを導入

助成内容について詳しくは、裏面をご参照ください。

ご不明な点やご質問がございましたら、企業の所在地を管轄する
都道府県労働局 雇用環境・均等部 または 雇用環境・均等室にお尋ねください。

記録方法を台帳から
ICカードに切り替え
たことで、始業・終
業時刻を正確に管理
できるようになり、
業務量の平準化につ
ながった。

新たな機器・設備を
導入して使用するよ
うになったところ、
実際に労働能率が増
進し、時間当たりの
生産性が向上した。

始業・終業時刻を手
書きで記録している
が、管理上のミスが
多い！

業務上の無駄な作業
を見直したいが、何
をすればいいか分か
らない！

申請書の記載例を掲載している
「申請マニュアル」や「申請様式」は、
こちらからダウンロードできます。

電子申請システムによる申請も
可能です。詳しくはこちら
（https://jgrants.go.jp/）

【「テレワークガイドライン」の周知】

○ 令和３年３月25日に改定された「テレワークの

適切な導入及び実施の推進のためのガイドライ

ン」を紹介する動画を作成し、大阪労働局

YouTubeチャンネルに掲載する等、周知・啓発

を実施。

【テレワーク支援に関する情報の一元的な提供】

○ テレワークガイドライン及びテレワーク導入のための労務管理等Q＆A集等

関係資料、その他テレワーク支援に関する情報を大阪労働局ホームページ

のテレワーク特設ページにまとめて掲載。

○ 大阪府内のテレワークを導入している企業の取組事例を大阪労働局ホー

ムページに掲載（令和４年９月末現在で102社掲載）。

【助成金による支援（人材確保等支援助成金（テレワークコース）】

【働き方改革推進支援助成金】

○ 良質なテレワークを制度として導入し、実施することにより、労働者の人材

確保や雇用管理改善等の観点から効果をあげた中小企業事業主（※）に対

し助成金を支給している。

※テレワーク勤務を新規に導入する事業主及び試行的に導入している（又はしていた）事業主が対象。



－１０－

育児・介護休業法の改正

【改正育児・介護休業法の履行確保】

○ 育児休業を取得しやすい職場環境の整備、男性の育児休業取得促進など

を柱とする、改正育児・介護休業法が令和４年４月から順次施行されている。

10月からは、子の出生直後の時期に柔軟な育児休業（産後パパ育休）の取

得ができるようになり、育児休業の分割取得も可能となった。

○ 令和５年４月には常時雇用する

労働者が1,000人を超える事業主に

対し、男性の育児休業の取得状況

を年１回公表することが義務付けら

れることから、義務化対象の企業に

対し、あらゆる機会を通じ周知・広

報を行っている。

啓発用ポスター

改正育児・介護休業法等セミナー

○ 労働局では、年度当初から改正法の説明会（大阪働き方改革推進支援・賃

金相談センター、大阪府・大阪市との共催）等を実施し周知・啓発を行うととも

に、指導課に設置されている「育児休業制度等に関する相談窓口」に寄せら

れる労働者、事業主等からの相談に積極的に対応し、法の履行確保を図って

いる。

次世代育成支援対策の推進

【一般事業主行動計画策定届 届出企業数 ４ ９ 】

7,518社 （うち100人以下 3,775社） ＜届出率 96.7％＞

【くるみん認定企業数】

○ 行動計画に定めた目標を達成したなどの一定の基準を満

たした企業は、申請することにより厚生労働大臣の認定（く

るみん認定）を受けることができる。

○ くるみん認定を受けた企業が、より高い水準の取組を行い、

一定の基準を満たすと特例認定（プラチナくるみん認定）を

受けることができる。

認定企業212社 （うちプラチナくるみん 20社）

助成金による支援（両立支援等助成金）

【職業生活と家庭生活の両立支援対策】 行政運営方針【２－２－６】

〇育児・介護休業等の円滑な取得、職場復帰に取組む中小企業を支援。
・出生時両立支援コース
・育児休業等支援コース
・介護離職防止支援コース 等

コース名
出生時両立支援
（経過措置含む）

育児休業等支援 介護離職防止支援

令和４年度
（９月末現在）

386件 345件 98件

令和３年度 1,315件 969件 131件

【申請件数】



【中小企業・小規模事業者等への支援と生産性向上の推進】 行政運営方針
【２－２－７】

－１１－

働き方改革推進支援・賃金相談センター

○中小企業や小規模事業者等に働き方改革への理解を促進し、課題に応じた支援を推進するため、平成30年４月から「大阪
働き方改革推進支援・賃金相談センター」を開設。（令和４年度は、前年度から引き続き大阪府社会保険労務士会に委
託。）

○企業からの電話・来所・メール・オンラインによる相談対応、事業所への訪問コンサルティング、働き方改革関連法セミナー
への参加等が無料で利用できる。

○昨年度から、業種別事業主団体に対する継続的支援も実施している。

社会保険労務士や経営コンサルタント等のビジネスサポートの専門家
が労務管理・賃金制度等の悩みに無料で相談に対応。

○ 労働時間の見直し（時間外労働の削減・36協定の締結の仕方な
ど）

○ 非正規雇用労働者の処遇改善（同一労働同一賃金ガイドライン
対応など）

○ 助成金の活用（利用可能な各種助成金に関するアドバイスなど）

助成金による支援（業務改善助成金）

【申請件数】

○事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上
げ、生産性向上に資する設備投資等を行った中小企業・
小規模事業者等に助成金を支給している。

○令和４年９月に制度が拡充され、原材料高騰により利益
が減少した事業者に対する要件緩和等が行われた。

○９月の最低賃金周知・支援月間に、働き方改革推進支
援・賃金相談センターにおいて、業務改善助成金のセミ
ナーを開催する等、制度の利用促進に向けて集中的な
周知を実施した。

【主な相談内容】

コース名 通常コース 特例コース（※）

令和４年度
（９月末現在）

180件 31件

令和３年度 334件 26件

※新型コロナウイルス感染症の影響を受け業況が特に厳しい事業者を支援するた
め、令和４年１月に創設。



【労働相談の充実のための取組】

労働相談件数

民事上の個別労働相談件数（「労働相談件数」の内数）

令和４年度（令和４年９月末現在）の労働相談件数のうち、事業主からの相談件数は32,379件（42.6 %）。

令和４年度
（令和４年９月末現在）

令和３年度 令和２年度 令和元年度

76,056 件 140,957 件 146,036 件 131,444 件

令和４年度（令和４年９月末現在）の個別労働相談件数のうち、事業主からの相談件数
は1,562件（12.0%）。

労働局長の助言・指導（受付件数）

紛争調整委員会によるあっせん（受理件数）

令和３年度に助言・指導を実施した703件のうち、291件（41.4%）が解決した。

令和３年度に手続きを終了したあっせん296件のうち、合意成立件数は96件（32.4%）であっ
た。

令和４年度
（令和４年９月末現在）

令和３年度 令和２年度 令和元年度

374 件 732 件 702 件 729 件

令和４年度
（令和４年９月末現在）

令和３年度 令和２年度 平成元年度

112 件 303 件 297 件 372 件

－１２－

行政運営方針【４－２－３】

1,605 

5,349 

1,486 1,834 

7,443 
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9,869 
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男女雇用機会均等法 育児・介護休業法 パートタイム・

有期雇用労働法

労働施策総合推進法

男女雇用機会均等法、育児・介護休業法、パートタイム・有

期雇用労働法、労働施策総合推進法（パワハラ）に係る相談

件数（「労働相談件数」の内数）
令和元年度

令和２年度

令和３年度

（参考）

（労推法は令和２年度以降計上）

5,822 

3,076 
2,245 1,656 

6,247 

4,156 
3,145 

2,166 

7,740 

4,010 3,518 
2,521 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

いじめ・嫌がらせ 解雇 労働条件の

引き下げ

退職勧奨

令和元年度

令和２年度

令和３年度

民事上の個別労働相談内容の内訳（上位４位）

（1人の相談につき複数件計上あり）

個別労働紛争解決促進法に基づく、労働局長の助言・指導及び紛争調整
委員会によるあっせんの運用状況

令和４年度
（令和４年９月末現在）

令和３年度 令和２年度 令和元年度

13,070  件 27,747 件 25,330 件 20,434 件



（４）労働基準の分野

－１３－



長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害防止の徹底

【過重労働による健康障害の防止】① 行政運営方針【２－４】

脳･心臓疾患及び精神障害の労災補償状況

ストレスチェック制度の実施状況
（常時使用する労働者が50人以上の事業場）

長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導状況

◆長時間労働が疑われる事業場に対する監督指導結果から見た大阪府にお
ける働き方改革推進状況

◆監督指導の強化
• 各種情報から月80時間を超える時間外・休日労働があると考えられる事業場
等に対して重点的に監督指導を実施しました。

• 違法な長時間労働等を複数の事業場で行うなどの企業に対する全社的な是
正指導や是正指導段階での企業名公表などを行います。

• 重大・悪質な違反が確認された場合は、過重労働撲滅特別対策班(かとく)が、
捜査を行います。

－１４－

◆令和４年度における監督指導状況 （令和４年９月末現在の速報値）

※ 令和４年度の数値は令和４年９月末現在の速報値。
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脳・心臓疾患に係る労災支給決定状況
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精神障害に係る労災支給決定状況

支給決定【大阪】 うち自殺【大阪】

支給決定【全国】 うち自殺【全国】

（人） （人）（人）

【目標】
◎ストレスチェックに取り組んでいる労働者数50人以上の事業場の割合を

2022年（令和４年）までに90％以上とする
◎ストレスチェック結果に基づき集団分析を実施した事業場の割合を

2022年（令和４年）までに85％以上とする

• 大阪労働局公式ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルにおいて、動画「ストレスチェックを実施しましょ
う！」 を配信

• 大阪産業保健総合支援センターに対する情報提供、情報交換
• ポータルサイト「あかるい職場応援団」、 「パワーハラスメント対策導入マニュアル」等
を活用した周知を実施

【令和３年における実施状況】
◎事業場の86.2％がストレスチェックを実施
◎受検労働者で面接指導を受けた者の割合はごく少数
◎実施事業場の88.1％の事業場が集団分析を実施

令和４年度 令和３年度
１ 監督実施事業場 703 1,274
２ 違法な時間外労働が認められたもの 312(44.4%) 463(36.3%)
３ 上記２のうち、時間外・休日労働の

実績が最長の労働者の時間数が、
（１）月80時間を超えるもの 151(48.4%) 217(46.9%)
（２）うち、月100時間を超えるもの 103(33.0%) 140(30.2%)
（３）うち、月150時間を超えるもの 32(10.3%) 38(8.2%)
（４）うち、月200時間を超えるもの ８(2.6%) 9(1.9%)

４ 過重労働による健康障害防止措置が
不十分なため改善を指導したもの 329(46.8%) 591(46.4%)

５ 上記４のうち、時間外・休日労働を月
80時間以内へ削減するよう指導したもの 207(62.9%) 304(51.4%)



労働条件の確保・改善対策の推進

【過重労働による健康障害の防止②・労働条件の確保・改善対策の推進】

－１５－

11月 過重労働解消キャンペーン

令和２年 令和３年 令和４年

監督指導実施件数 4,693 3,513 4,169

うち違反件数 3,278 2,540 2,963

違反率 69.8% 72.3% 71.1%

◆ 監督指導件数の推移

令和２年 令和３年 令和４年

申告監督実施件数 1,718 1,428 1,172

うち違反件数 1,057 937 771

違反率 61.5% 65.6% 65.8%

◆ 申告監督件数の推移

※監督指導実施件数のほか、新型コロナウイルス感染防止対策にかかる啓発指導等を、令和２
年 5,617件、令和３年 4,103件、令和４年 1,948件実施している。
※令和４年の数値は令和４年９月末現在の速報値。

◆ 送検件数の推移

※令和４年の数値は令和４年９月末現在の速報値。

令和２年 令和３年 令和４年

労働基準法違反 35 30 18

労働安全衛生法違反 51 48 28

合 計 86 78 46
※令和４年の数値は令和４年９月末現在の速報値。

◆重点監督の実施
①長時間にわたる過重な労働による過労死等に係る労災請求が行われた事
業場等長時間労働が行われていると考えられる事業場等
②労働基準監督署及びハローワークに寄せられた相談等から、離職率が極
端に高いなど若者の「使い捨て」が疑われる企業等

を対象に、重点監督を実施。
⇒ 重大・悪質な違反が確認された場合は、送検も視野に入れて対応

（送検した場合、企業名等を公表）。

◆労使の主体的な取組の促進
10月24日に、大阪労働局長及び大阪府知事連名の依頼文書により、日本労働
組合総連合会・大阪府連合会、公益社団法人関西経済連合会、大阪商工会議所、
堺商工会議所、大阪府商工会連合会、大阪府中小企業団体中央会 に対し、
長時間労働の削減をはじめとする「働き方改革」に向けた取組の協力依頼を
実施しました。

◆過重労働に関する相談の集中的な受付
11月1日（火）から11月５日（土）の間を、過重労働相談

受付集中期間とし、過重労働に関する相談を積極的に受
け付けました。

◆労働局長によるベストプラク ◆過労死等防止対策推進シンポジウム
ティス企業の職場訪問

過重労働解消相談ダイヤル
11月５日（土）９：00～17：00に、労働基準監督官

がフリーダイヤルで電話相談を受け付ける「過重
労働解消相談ダイヤル」を大阪を含む全国主要都市
で実施し ました。

訪問日：令和４年11月11日
訪問先：大阪ガス株式会社

大阪労働局ＨＰやYouTubeチャン
ネルで紹介します。

日 時 ：11月22日（火）
14：00 ～16：30

場 所 ：コングレコンベンショ
ンセンタールーム1.2.3

※新型コロナウイルス感染症対
策を実施して行います。

行政運営方針
【2-4】

行政運営方針
【4-1-③】



死傷災害 【目標】
平成29年と比較して、令和４年までに5％以上の減少
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死亡災害 【目標】
平成29年と比較して、令和４年までに15％以上の減少

行政運営方針【４－１】

大阪労働局第13次労働災害防止推進計画

計画期間：平成30年度から令和４年度までの５か年

労働災害を少しでも減らし、安心して働くことができる職場の実
現に向け、平成30年度を初年度として、５年間にわたり国が取り
組む事項を定めた「労働災害防止計画」を踏まえて、大阪労働
局が重点的に推進する事項を定めた計画です。

リスク“ゼロ”大阪推進運動 計画期間：平成30年から５か年

リスク“ゼロ”大阪推進運動は、平成30年度を初年度とする「大阪労働局第13
次労働災害防止推進計画」の目標を達成するため、５つの活動に取り組むこと
により、働く者すべてがそれぞれの立場で自主的に安全衛生活動を実践し、職
場風土と安全文化を構築していくための啓発運動です。

安全見える化活動 安全Study活動

命綱ＧＯ活動 今日も一日ご安全に活動

リスク評価推進活動

－１６－
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【労働条件が確保され安全に働くことができる職場の実現②】

死亡災害撲滅に向けた取組

1 「STOP!!死亡災害2022」活動の推進

２ 積極的な広報活動

３ 墜落災害防止対策の展開

４ パトロールの実施

５ 年末における労働災害防止の強化

６ 冬季死亡災害防止強化期間の設置

令和４年６月～８月の３か月間、「STOP!!死亡災害2022」活動を展開し、

リスク“ゼロ”大阪推進運動に強力に取り組むことにより、労使、関係者が

一体となった労働災害防止活動の徹底を推し進めました。

大阪労働局公式YouTubeチャンネルに令和４年全国安全週間準備期
間中、局幹部のメッセージを配信。また、「STOP!!死亡災害2022～建設
業編～」などの動画を配信し、広く周知・啓発活動に努めています。

要求性能墜落制止用器具の適正な使用の徹底とフック
掛け替え時の墜落を防止する２丁掛け墜落制止用器具
の使用促進等を勧める「命綱GO活動」（いのちつなごう
活動）を引き続き展開していきます。

局署合同のトラックターミナルパトロール、クレーン協会及び建荷協と
合同での機械災害防止パトロール、建設業労働災害防止協会と連携し
た「ご安全に運動」パトロールを実施しました。

年末は工事が輻輳することによる災害発生が懸念されることから、近畿
各労働局と連携し、一斉監督指導を実施。緊急要請に伴う労働局長建設
現場安全衛生パトロールを実施する。各労働基準監督署においても労働
災害防止に向けた指導等を集中的に実施する予定としています。

１～３月期の死亡災害件数を抑え込むことで年間発生件数の減少を
図ることを目的に、令和５年１月１日から３月31日までを冬季死亡災害
防止強化期間と定め、墜落災害の防止、交通労働災害の防止を重点
に取り組みます。

減少がみられない災害への対策の推進

■ 第 三 次 産 業 に 対する取 組

■ 陸 上 貨 物 運 送 事業 に対 する取 組

■大阪労働局公式YouTubeチャンネルを活用した広報

【目標】
陸上貨物運送事業、小売業、社会福祉施設、飲食店については、死傷災

害を2017年と比較して、2022年までに死傷年千人率で５％以上減少させる。

・ 多店舗展開し、大阪府内に本店を置く事業場小売業５社
と健康保険組合連合会及び中央労働災害防止協会近畿安
全衛生サービスセンターをアドバイザーとした「＋Safe協議会」を
６月に開催した。
・ 安全週間準備期間中の取組として、「＋Safe育成支援事業場（小売業）」に対
して局長パトロールを実施した。
・ 「今日も一日ご安全に活動」、「安全見える化活動」等の安全衛生意識の啓
発に向けた取組の強化を図る。

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」（平成25年
3月25日付け基発0325第1号）に基づき、基本的な安全対策の徹底を図る。

全国安全週間準備期間中に管内の物流ターミナルに対し、
労働基準部長による安全衛生パトロールを実施し、併せて、
トラックターミナル及び物流拠点を管内に有する労働基準監
督署６署による広報パトロールを実施した。

コロナ禍により、大阪労働局公式YouTubeチャンネルを活用し、積極的に周
知啓発活動に努めた。

「遺族からのメッセージ」を含めた各種業界（製造業、建設業、陸上貨物運
送事業ほか計６業種）に向けた全国安全週間メッセージ動画を配信したほか、
「社会福祉施設における災害事例と防止対策」等といった災害事例に基づく動
画を配信し同種災害の防止の徹底を図った。

－１７－

また、製造業、建設業において死亡災害が急増したこと

から、災防団体等に対して緊急要請文書を発出し、積極

的に周知を行いました。

行政運営方針
【4-1-①】

行政運営方針
【4-1-②】



事業場における治療と仕事の両立支援

• 解体工事の施工にあたっての石綿の使用状況についての事前調査（調査方法の明確化、事前調査・分析調査を行う者の要件新設、一定規模
以上の解体・改修工事の事前調査結果の電子システムによる報告制度の新設）、 労働者の石綿等化学物質の取扱履歴等の記録の保存のた
め（事業廃止時も含め）ばく露状況などの情報を確実に保存すること等、改正石綿障害予防規則の内容について周知を行った。

ＷＥＢ形式による説明会を開催（大阪働き方改革推進支援・賃金相談センター、建災防大阪府支部と共催でＷＥＢ形式で4回開催）
大阪労働局ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルにより、改正石綿障害予防規則の解説動画を配信

熱 中 症 予 防 対 策

• 全国労働衛生週間中10月３日に開催した「大阪職場の健康づくりフォーラム」において、「治療と仕事の両立支援」をメイン
テーマに取り上げて、両立支援についての周知を行った。

• 「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」普及のため、大阪働き方改革推進支援・賃金相談セン
ターと共催でセミナーを開催し周知を行った。 （開催回数は５回（うち９月末までに３回）開催、前年度開催回数（４回）以
上開催する予定）

• 地方自治体、関係団体等で構成する大阪府地域両立支援推進チーム会議を開催し、チーム構成員の活動等を共有する
とともに、企業、医療機関等関係者との連携を強化する。（12月開催予定）

【目標】治療と仕事の両立支援に係る説明会を前年度の実績以上の開催回数を目指す。

• 「化学物質管理・指導5か年計画」（2018年～2022年）により、化学物質製造者及び化学物質を譲渡・提供する事業者並
びに化学物質取扱事業場を対象として、中長期にわたる計画的な指導を実施。

• 溶接ヒューム等に対する新たな規制が加えられた改正特定化学物質障害予防規則等について、動画等による周知を実
施。新たな化学物質規制について、新しいリーフレットを作成して周知を実施。

石 綿 に よる健 康 障 害 防 止対 策

職業性疾病等予防対策の推進

【目標】 職場での熱中症による死傷災害を2013年から2017年の５年間（休業４日以上132件）と比較して、
2018年から2022年までの５年間で20％以上減少させる。（最終年の９月末現在速報値で253件）

◆早い時期から熱順化及びＷＢＧＴ値の確認を実施するよう専用リーフレット等により呼びかけ ◆STOP！熱中症クールワークキャンペーンの展開
◆熱中症予防専用ページを開設するとともに、大阪労働局ＹｏｕＴｕｂｅチャンネルに動画配信 ◆ 熱中症対策セミナーを大阪産業保健総合支援センターと共催

化学物質を中心とした健康障害防止対策の推進

－１８－

【安全で健康に働くことができる職場づくりの推進】①

化 学 物 質 に よる健 康 障 害 防止 対策

石綿（概要・詳細）動画視聴回数7160件（９月末）

特化則 動画視聴回数 8816件（９月末）

行政運営方針【4-2-④】

行政運営方針【4-1-②】

行政運営方針【4-1-②】



【安全で健康に働くことができる職場づくりの推進】②

最低賃金周知・支援月間の設定
●期間：令和４年９月１日～９月30日
●趣旨：大阪府最低賃金の確実な履行確保を図るためには、積極的な広報活動等による的確な周知を図ると

ともに新型コロナウィルス感染症の影響等を踏まえた中小企業・小規模事業者への支援に積極的に
取り組むことが重要であるという観点から、大阪労働局において「最低賃金周知・支援月間」を設定し、
改定された大阪府最低賃金の周知等に取り組むとともに、業務改善助成金、雇用調整助成金の支援
策についても併せて周知を行い、利活用を勧奨することとした。

●連携：局労働基準部、雇用環境・均等部、職業安定部及び各労働基準監督署が連携して実施。
●広報：大阪府、各市町村、使用者団体、労働者団体等に対して広報誌への掲載、ポスターの掲示、各種

リーフレットの配架など周知依頼を行った。【自治体広報誌への掲載率 ７７．３% （10月14日現在）】
金融機関との包括連携協定を活用し、大阪信用金庫・池田泉州銀行等に対して、広報誌への掲載、

各支店でのリーフレットの配架等を行った。
ケーブルテレビの地域ニュース番組に出演し、最低賃金額及び各種支援策について周知した。

その他の取組
●大阪市・堺市と「最低賃金に係る情報の提供に関する協定」を締結し、業務委託契約等受注業者の最低
賃金履行確保に係る情報提供を制度化した。
●大阪府が契約発注時に配布するリーフレットに最低賃金の情報を掲載し、最低賃金の履行確保を徹底した。
●大阪働き方改革推進会議に設置された「最低賃金のための環境整備に関する作業部会」を開催し、関係団
体・関係省庁との連携を強化した横断的な周知を強化した。

行政運営方針【４－２－①】

最低賃金 時間額 発効年月日

大阪府最低賃金 1,023円 令和4年10月1日

塗料製造業 1,031円

令和4年12月1日

はん用機械器具製造業、生産用機械

1,028円

器具製造業、業務用機械器具製造業、

暖房・調理等装置，配管工事用附属品、

金属線製品製造業、船舶製造・修理業，

舶用機関製造業

鉄 鋼 業

1,023円

令和4年10月1日

非鉄金属・同合金圧延業、電
線・ケーブル製造業

電子部品・デバイス・電子回路、電気機
械器具、情報通信機械器具製造業

地域別最低賃金と特定
最低賃金の両方の適用
を受ける場合には高い方
の最低賃金が適用されま
す。自動車・同附属品製造業

自動車小売業

881 896
998 1054
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石綿関連疾患に係る補償（救済）制度の更なる周
知の徹底

【労災補償対策の推進】 行政運営方針【４－４】

新型コロナウイルス感染症の労災請求事案への
迅速・的確な調査の実施

【大阪局の状況(累計）】 (令和４年９月末現在)

○「請求件数」 10,510件 ○「支給決定件数」6,833件

○新型コロナウイルス感染症に係る労災請求が増大しており、本省通達に基づく
迅速かつ的確な調査、決定を行う。また、集団感染が発生した事業場が確認され
た場合等には必要に応じ、事業場等に対し労災請求勧奨を行う。
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【令和３年度大阪局の状況】

○「請求件数」 １３９件 (前年度比19件増加)

○「支給決定件数」８３件 (前年度比44件減少)

○過労死等事案（脳・心臓疾患及び精神障害事案）
の請求件数は依然として高水準で推移している。

○ 過労死等事案の事務処理にあたっては、監督・安

全衛生担当部署と連携した調査を確実に実施すると
ともに、認定基準等に基づく迅速・適正な処理を一層
推進する。なお、脳・心臓疾患労災認定基準は、労
働時間と労働時間以外の負荷要因を総合評価する
ことを明確化するなど、 令和３年９月に改正が行わ
れた。

○労災保険の窓口業務について、相談者等に対して
懇切・丁寧な説明を行う。

迅速･適正な労災補償の実施

○毎年、石綿ばく露作業による
労災認定等事業場を公表 して
いる（全国）。※平成17年７月

の第１回公表以来、令和２年度
分で延べ16,234事業場を公表
している。

○石綿関連請求件数は年間
100件以上の高水準で推移 し
て おり、労災補償及び石綿健
康被害救済法に基づく 特別遺

族給付金の周知・広報に努め、
石綿による疾病に ついての補

償もれがないよう、労災請求等
の一層の促進 を図っていく。

請求件数

支給決定件数

－２０－
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（５）職業安定の分野
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【新型コロナウイルス感染症の影響に対応した取組の推進】

－２２－

行政運営方針【1－２】

新型コロナウイルス感染症の影響に対応した取組

【雇用維持の取組】

○雇用調整助成金の特例措置
・令和２年１月24日から適用期間とし、緊急対応期間（４月１日～）の休業等に適用。
・令和４年10月～特例措置について、企業の新たな人材獲得の制約にならないよう段階的縮小を実施。

①業況特例、地域特例及び原則的な措置は11月末まで現行の助成率
②日額上限を、業況特例・地域特例で12,000円、原則的な措置は8,355円に改正

◆支給実績（９月末時点） 支給申請累計：761,045件 支給決定累計：756,231件（決定率99.4%）

〇在籍型出向等支援事業
・協議会（※１）とともに、在籍型出向及び産業雇用安定助成金の制度周知・活用促進に取り組んでいる。
（今年度、大阪働き方改革推進会議の重点取組の１つにも位置づけられている。）
① 当局主催セミナーの開催、他団体主催セミナー等への講師派遣による周知、活用促進
・９月12日、10月７日、10月31日 在籍型出向セミナー ほか

② 他団体主催イベントへの参画
・10月14日 2022年度人材情報交換会（主催：産雇センター（※２）、共催：協議会）

当局は、相談ブースを設置し、産業雇用安定助成金等に関する相談に対応。
③ 雇用調整助成金を利用している事業所への制度案内・説明、産雇センターへの円滑な誘導
④ その他、協議会構成員の会報、メルマガ、ＳＮＳ、ＨＰ等にて制度周知を実施。
（※１：大阪府在籍型出向等支援協議会、※２：公益財団法人産業雇用安定センター大阪事務所）

○産業雇用安定助成金
・在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向経費等の一部を助成する制度として創設。
・人材の有効活用をはかり、円滑な労働移動を推進するため令和４年10月に制度改正（支給期間の延長、支給対象労働者数の上限撤廃、出向復
帰後の訓練に対する助成）。
◆計画受理状況（９月末時点） 出向労働者数：2,639人 出向元事業所数：210所 出向先事業所数：362所 支給決定累計：1,357件

（在籍型出向セミナーの様子）

（人材情報交換会における相談ブースの様子）



【「人への投資」に関する取組】 行政運営方針【３－６】

応募者数 受講者数 就職件数

令和２年度 14,522 8,731 4,260

令和３年度 14,042 9,077 5,024

令和４年度
（９月末時点）

7,061 4,747 2,824

※応募者数・受講者数について
は各年度ごとに算出

※就職数については、訓練修了
３か月後の件数を計上

○公的職業訓練の周知・受講勧奨

・周知用パンフレット「ハロートレーニング」及び「事業主向け公的職業訓練周知用リーフレット」を配架
・ハローワーク内に公的職業訓練周知用ディスプレイを設置し、ＰＲ動画を配信
・ホームページによる公的職業訓練及び訓練関係情報の周知
・ＳＮＳ（ＹｏｕＴｕｂｅ、ＬＩＮＥ、Ｔｗｉｔｔｅｒ）を活用し、ハローワークを利用していない層を含めた幅広い層に対する
情報の発信

※ＬＩＮＥによる訓練募集情報の発信
友だち登録件数
21,080件
（令和４年９月末現在）

○人材開発支援助成金「人への投資促進コース」の創設
・「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣議決定）において、デジタル人材育成の強化等を行うために
把握した民間ニーズを活かした「人への投資促進コース」を新設。
・職務に関連した専門的な知識と技能の習得を目的として、計画に沿って訓練を実施した場合に、訓練中の賃金と訓練経費の一部を助成。
・メニューは定額制訓練、デジタル・成長分野、ＩＴ分野未経験者、自発的能力開発、教育訓練休暇。
・政府全体の重要事項であり９月及び10月には制度の見直しを実施し、積極的な活用に向けた周知広報の取組を行う。

【職業訓練を活用した人材育成支援】

【人材開発の取組】

○地域職業能力開発促進協議会の設置

○デジタル推進人材の育成
・「デジタル田園都市国家構想基本方針」において、職業訓練のデジタル分野の重点化等により、デジタル推進
人材を育成
・デジタル推進人材を育成するため、IT分野の訓練コースの設定・誘導を強化するための様々な取組を実施

○訓練受講者等の実績

・改正された職業能力開発促進法により地域職業能力開発促進協議会が法定化され、
「大阪府地域職業能力開発促進協議会」を設置
（令和４年11月８日に第１回会合を開催）
・地域の実情やニーズに即した公的職業訓練の設定・実施
・職業訓練効果の把握・検証等を行うための議論を展開

－２３－



【雇用失業情勢を踏まえた職業紹介業務の推進】

－２４－

人材不足分野等における人材確保対策の総合的な推進職業紹介業務の充実強化による効果的なマッチングの推進

○ハローワークシステムの刷新に
よる機能拡充
・三度に渡る追加リリースを経て、求職
者マイページ・求人者マイページにより
オンラインで可能なサービスが拡充
・求職者の希望条件に合った求人を選
定して求職者マイページ機能を活用し、
積極的に求人情報を提供

■刷新後の機能を活用した各所の取組

○対面によるサービスの拡充
・コロナ禍により、集合形式のイベントが減少していたが、感染防止対策を
徹底した上で徐々に再開し、求職者と求人者が直接触れ合うことができる
機会を拡充

○オンラインツールを活用した取組
・利用者の多様なニーズに対応するた
め、ハローワークサービスを利用する
新たなチャンネルとして対象者を広げ
るためにオンラインツールを活用したセ
ミナー、面接会、職場見学等を実施

○人材確保対策推進事業の実施
・府内10か所のハローワークに人材確保対策コーナーを設置
・業界団体との連携による業界の魅力発信、事業主への求人充足支援、
求職者への個別支援を実施

人材不足分野における就職件数
8,744件（令和４年９月末現在）

【就職フェア】
就職面接会・説明会や各業界団
体と連携し、職業理解セミナーや
職業体験会＆相談会を開催

令和４年10月６日
参加者：218名

【建設分野】
建設業の魅力を発信すべく、11か所
のハローワークで「建設のおしごとミニ
体験会」を開催

令和４年９月～10月開催

○求人充足のための求人者支援
・事業所訪問等による詳細な求人情報
の収集、求職者の声を求人に反映さ
せることで求人への応募を促進

○雇用失業情勢
・有効求人数の持ち直しが見られる一方で、求職活動がコロナ禍において
長期化するなど、有効求職者数が高止まりしているため、求職者・求人者
の効果的なマッチング支援が重要

【介護関係】
介護のしごと就職フェアを、あべの
ハルカスにて開催

令和４年11月11日（金）開催

行政運営方針

【3-1】

行政運営方針

【3-2】



【地方自治体との連携による就職支援】 行政運営方針【３－３】

一体的実施の取組 生活保護受給者等に対する就労支援

雇用対策協定の
締結状況

７自治体と締結
（令和４年９月末現在）

大阪府
堺市

東大阪市
高槻市
吹田市

寝屋川市
柏原市

地元自治体と連携し、様々な取組を実施

■藤井寺市・藤井寺市商工会
との連携イベント
（藤井寺ジョブマッチング合同
面接会atイオン藤井寺）

■八尾市との連携イベント
（マザーズおしごとフェアin八尾）

〇大阪府、大阪市、堺市、寝屋川市、柏原市と７拠点で実施
〇ハローワークコーナーによる就職件数（生活保護常設窓口を除く）

1,489件 （令和４年９月末現在）対前年同期比26.2％増加

■令和４年度の新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大の局面
においても、感染防止対策を徹
底した上で、通常通り開庁し、業
務を実施
■自治体等と定期的な情報交
換を行う等、連携強化を図って
いる

■堺市との連携イベント
（堺職のパネル展＆相談会inア
リオ鳳）

■茨木市との連携イベント
（茨木市就労支援フェア合同就職面接会）

■門真市・守口市・守口門真商工
会議所との連携イベント
（合同企業就職面接会）

〇生活保護受給者等の生活困窮者に対して、福祉事務所内へのハローワーク常設
窓口の設置（大阪府内計21か所）や巡回相談といったワンストップ型の就労支援を
実施

〇生活保護受給者等に対する支援実施状況（令和４年９月末現在）
・就職率 65.9%（目標との差+2.6pt） ・就職件数 1,849件（目標達成率48.4%）
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－２５－



【若者・女性に対する雇用対策の推進】

－２６－

行政運営方針【２－２】

フリーターに対する正社員就職支援の取組

マザーズハローワーク事業の推進

○大阪新卒応援ハローワークの取組
大学への恒常的な訪問による連携、新型コロナウイルス感染症の影響を

大きく受けたサービス業界を対象とした合同企業説明会や大学４回生等向
けに合同就職面接会、自己理解や面接対策等各種セミナーを実施。

サービス業界合同企業説明会 ４回生向け合同就職面接会 グループワークセミナー

○フレッシュ就職フェア2022の開催
年内の内定・就職を目指す学生や若者

を対象とした「合同就職面接会」を開催。
10月５日（水）開催 32社

参加者のべ194名 フレッシュ就職フェアの様子

○ハローワークによる支援
わかものハローワークを中心に担当者制
による個別支援、各種セミナーを実施

ハローワークの職業紹介により正社員に
結びついたフリーター等の件数

3,181件 （令和４年８月末現在）

ハローワークの職業紹介により
正社員に結びついたフリーター等の件数

○マザーズハローワーク事業の取組
大阪府内の２か所のマザーズハローワークと13か所のマザーズ
コーナーを拠点として、子育てと仕事の両立を希望される方に
担当者制の個別支援をはじめとする各種支援を実施。

重点支援対象者
に対する担当者制

支援対象者数 2,866人
就職件数 2,783件

就職率 97.1％

（令和４年９月末現在）

○マザーズイベントの開催
９月から11月にかけて、
各拠点で就職面接会・グループワーク・
セミナー等の就職関連イベントを実施。

座談会・就職支援セミナーの様子

新規学卒者に対する就職支援の取組 行政運営方針【2-2-⑤】 行政運営方針【2-2-②】

行政運営方針
【2-2-⑤】



【障害者・高齢者・外国人に対する雇用対策の推進】

－２７－

障害者などの雇用対策の推進 高齢者の雇用対策の推進 外国人の雇用対策の推進

○ウクライナ避難民に対す
る就労支援

大阪外国人雇用サービスセンター
に令和４年５月20日（金）からウク
ライナ語通訳員を配置し「ウクライ
ナ避難民就労支援窓口」を設置

新規求職申込件数 22件
紹介件数 17件
就職件数 10件
（令和４年９月末現在）

○外国人留学生WEB企業
説明会2022

令和４年６月20日（月）～６月30日（木）

大阪外国人雇用サービスセンター
のYou Tubeチャンネルにて各企業
のPR動画を配信

参加企業 53社
動画視聴回数 3,382回
紹介件数 345件

○外国人労働者雇用啓発
セミナー

令和４年６月24日（金）
外国人労働者の雇用管理指導及
び不法就労の防止を目的とした雇
用啓発セミナーを開催
会場（大阪府社会保険労務士会
館）とZoomのハイブリッドセミナー

会場参加数 21社
Zoom視聴数 314名

〇ハローワークにおける障害者就職件数
3,985件（令和４年９月末現在）

○障害者雇用優良中小事業主認定制度
認定事業所数：15社（令和４年９月末現在）

○障害者就職面接会
令和４年９月28日（水）
会場：マイドームおおさか

参加企業：50社

○生涯現役支援窓口での就職支援
・生涯現役支援窓口において65歳以上の高
年齢者を重点的に担当者制による個別相談
や各種セミナー、就職面接会等を実施

生涯現役支援窓口での65歳以上就職件数
1,873件（目標達成率60.7%)

(令和４年９月末現在)
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全年齢に占める６５歳以上新規求職者数の割合

（人）

○改正高年齢者雇用安定法の周知
・70歳までの就業確保措置を講じることを定
めた改正高年齢者雇用安定法（令和３年４
月１日施行：努力義務）について、その円滑
な導入に向け、あらゆる機会を捉えて周知
啓発を実施。

行政運営方針

【3-4】
行政運営方針

【2-2-③】

行政運営方針

【3-5】



【就職氷河期世代に対する就職支援の取組】 行政運営方針【２－２－④】

○ハローワークの職業紹介により、正社員に結び付いた就
職氷河期世代（35歳～54歳）の不安定就労者・無業者の件数

5,366件、進捗率55.6％（令和４年９月末現在）

○ 面接会の開催
「35歳からのキャリアアップ就職面接会WEEK」
専門窓口設置所を中心に毎月第3週にミニ面接会を
集中的に開催。
「35歳以上のミドル世代のための合同企業説明会」
梅田センタービル 梅田クリスタルホール

令和４年９月27日開催
参加企業30社、参加求職者203名

○事業主向けセミナーの開催
・就職氷河期世代の積極的な採用、正社員化等の
気運の醸成を目的とした事業主向けセミナーを開催
・「人口減少を勝ち抜く人材活用セミナー

～ミドル世代の採用から戦力化まで～」
令和４年６月27日開催
参加者71名

○ ハイブリッド型セミナーの実施
・専門窓口設置所を中心に府内のハローワークをZoomで接続し、複数会場において同時開催
「プロの落語家が楽しく語る仕事とコミュニケーションがラ クになる講座
～おまけの落語一席付き～」

令和４年６月８日開催
合計200名【本会場30名、サテライト会場(８か所)170名】

「～正社員就職を目指す就職氷河期世代の方へ
～未来を 見る！セミナー」

令和４年７月５日開催
合計163名【本会場54名、サテライト会場(７か所)109名】

「就職氷河期世代のＦＰと考える！これからのお金と仕事こと」
令和４年８月９日開催
合計215名【本会場15名、サテライト会場(９か所)200名】

「就職活動で結果を出すヒント 採用担当者はココを見ている！！」
令和４年９月２日開催
合計168名【本会場18名、サテライト会場(９か所)150名】

○集中支援期間を延長（「第二ステージ」へ）

・府内６か所（梅田、大阪東、阿倍野、堺、布施、枚方）のハローワークに設置し
ている「35歳からのキャリアアップコーナー（就職氷河期世代支援窓口）」を中
心に就職支援を実施。

就職氷河期世代について、令和２年度からの３年間の集中支援期間を延長
し、令和５年度から２年間「第ニステージ」として政府を挙げて支援に取り組む。

－２８－



（６）需給調整事業の分野

－２９－



①指導監督の状況

②説明会等の実績については、左記に掲載。

①派遣労働者からの苦情・相談（９月末現在）
667件（前年同期 528件）
※指導監督が必要な事案についてはできる限り早期に全て対応

②労働者派遣セミナー（９月末現在）
４回 31名（前年同期実績なし）

①新規事業者向け説明会（９月末現在）
労働者派遣事業 ６回 24名（前年同期実績：２回 ５名）
職業紹介事業 ６回 22名（前年同期実績：２回 ５名）

②新規許可・更新後説明会（９月末現在）
労働者派遣事業 ５回 186事業所（前年同期実績なし）
職業紹介事業 ５回 227事業所（前年同期実績なし）
※前年度から４月までは代替措置として資料送付を実施。

③業界団体等への講師派遣状況（９月末現在）
２団体 ２回 38名（前年同期 ２団体 ２回 76名）

【労働力需給調整事業の適正な運営の促進】 行政運営方針【４－３】

令和４年度
（９月末現在）

前年度同期

職業紹介事業（個別指導） 117件 213件

労働者派遣事業 派遣元 426件 566件

（個別指導） 派遣先 21件 20件

請負関係事業（個別指導） 14件 ６件
238 300 377 474 368 320 198

423 803 1409 326 231 227
111

2,130 2,302 2,530 2,868 3,068 3,176 3,250

7,674 7,593
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平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度※1

職業紹介事業許可・届出件数（新規） 労働者派遣事業許可・届出件数（新規）※2

職業紹介事業所数 労働者派遣事業所数

労働者派遣事業・職業紹介事業の事業所数と新規許可・届出件数（大阪）
（件）（所）

※1 令和４年度は令和４年９月１日現在の数値
※2 平成30年度の労働者派遣事業所数の減少については、平成27年の法改正により、届出制の

派遣事業が廃止されて全て許可制となり、経過措置期限である平成30年９月29日までに許可
制への切り替え申請を行わなかった届出制の旧特定派遣事業者は、全て廃止となったことに
よるもの。

－３０－

許可事業者等への法制度の周知徹底 労働者派遣法、職業安定法等の遵守徹底

派遣労働者に対する積極的な支援等



－３１－

（７）労働保険適用徴収の分野



令和４年度労働保険適用促進計画に基づき、局・署・所が一体となって取組を実施

● 労働保険適用事業場数の推移（大阪）

● 対策の取組実績

● 年度別労働保険料収納率（大阪）
収納率は、徴収決定額に占める収納額の割合

労働保険料の適正徴収を期するため、実行ある滞納整理を実施

－３２－

労働保険料の口座振替の利用促進

猶予制度は、「申請による換価の猶予」又は
「通常の納付の猶予」があります。

労働保険料等の納付・換価猶予

251,227 252,105
259,983

265,046

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標件数 実　績 目標件数 実　績 目標件数 実　績

令和４年度
（４年９月末）

2,800件 2,049件 1,200件 495件 20件 18件

令和３年度
（３年９月末）

1,790件 696件 19件

令和３年度 3,117件 1,453件 68件

職権による成立
（自主成立を拒んだもの）

20件

手続指導による自主成立

1,000件

未手続指導件数

2,700件

あらゆる機会にリーフレットを配布し、労働保険料の
口座振替制度の周知と利用事業場の増加に努めている。

令和2年度１期分 令和3年度１期分 令和4年度１期分 単位

口座振替件数 21,668 24,347 28,100 件

口座振替利用率 13.1 14.3 16 ％

口座振替利用率は、年度更新対象事業場数に対する口座振替対象件数

令和４年度
（４年９月末）

令和３年度 令和２年度

徴収決定額 2,607億円 2,231億円 2,220億円

収納額 1,137億円 2,208億円 2,173億円

収納率
（ ）は全国

43.62  ％
（43.66  ％）

98.97 ％
（98.97 ％）

97.89 ％
（98.02  ％）

（参考） 令和４年９月末 令和３年９月末 令和２年９月末

徴収決定額 2,607億円 2,206億円 2,150億円

収納額 1,137億円 947億円 660億円

収納率
（ ）は全国

43.62  ％
（43.66 ％）

42.93 ％
（43.09 ％）

30.71 ％
（29.40 ％）

● 実効ある滞納整理の実施
新型コロナウイルス感染症の影響により、経済

活動に影響を受けた 事業主等の負担軽減を図る
ため、事業場の財務状況を考慮 し、事業場 の立

場にたった納付相談や督促を実施するとともに、
差押え等の強制措 置を実施している。

労働保険未手続事業一掃対策の推進 労働保険料の収納率の維持・向上

新型コロナウイルス感染症の影響 により、労働
保険料等の納付が難 しい事業主へ、労働保険料
等の納付を猶予するために、制度の周知に努めて
いる。

【労働保険適用徴収の分野における取組状況】 行政運営方針【４－４】


